

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（87） 張友漁「憲法取消関於 “四大” 的規定有利於発揚社会主義民主」（1980年９月１日）（『張
文選』下、64頁、65－68頁、64頁。なお、「９月１日」という日付はもう少しあと、たと
えば、９月11日以降が正しいのではないかと思われる。
（88） 同上、64頁。
（89） 同上、64－68頁、68頁。
（90） 『江華司法文集』（1989年７月、人民法院出版社、以下『江華文集』と略称する）。
（91） 江華「関於正確認識当前形勢和人民法院的任務問題」（1981年４月18日）（「最高人民法
院が招集開催した全国高級人民法院院長座談会における講話摘録」）、『江華文集』、182頁、
183頁。
（92） 同上、184－187頁、187－190頁、190－193頁。
（93） 同上、190－191頁、191－193頁。なお、浅井敦「裁判の独立と党の指導」（「現代化中
国の法と社会」38、『法律ひろば』1984年９月号、37巻９号）によれば、「1979年９月９日、
中共中央委員会の『刑法・刑事訴訟法の確実な実施を断固として保障することについて
の指示』」の具体的な内容がいちはやく紹介されている（64頁、65頁）。
（94） 江華「振奮精神、扎扎実実地做好刑事審判工作」（1981年11月18日）（「最高人民法院は
1981年11月９日から20日まで河北省石家庄市で第３回全国刑事裁判業務会議を招集開催
した」が、その「今回の会における講話」）、『江華文集』、200頁、205－208頁。
（95） 同上、205頁。
（96） 同上。
（97） 同上、205－206頁
（98） 同上、207－208頁。
（99） 「国務院　中央軍委関於堅決打撃走私活動的指示（節録）」（1981年３月27日）（最高人
民法院刑事裁判第一廷編『刑事審判手冊』（第一集）、1990年３月、人民法院出版社、以
下『刑事手冊』１と略称する、337－339頁）、338－339頁。なお、この指示の全文は、『監
督手冊』２上、486－492頁にある。
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（100） 本稿（上）、63－65頁。
（101） 同上、71頁。
（102） 同上、78頁。
（103） 彭真「関於整頓城市社会治安的幾点意見」（1979年11月22日）（『新中国工作』）、198－
203頁、201頁。
（104） 同上、202頁。
（105） 本稿（中・前）（本誌第15巻第３号、2009年３月）、251頁。
（106） 同上、249－250頁。
（107） 同上、266－267頁、270頁、274頁。
（108） 本稿（中・後）（本誌第16巻第２号、2009年12月）、22頁。
（109） 同上、30頁、33頁。
（110） 同上、40－42頁。
（111） 同じ、46頁。
（112） 同上、51頁。なお、岡部牧夫・荻野富士夫・吉田裕編『中国侵略の証言者たち－「認罪」
の記録を読む』（2010年４月、岩波新書1242）によれば、「1956年６月から７月にかけて、
中華人民共和国」「で45名の日本人が戦犯裁判を受けた」（「はじがき」ⅰ）が、こうした「戦
犯裁判のやりかたも時期と場所によりさまざまであり、いちがいに述べるのはむずかし」
く、「自然発生的な人民裁判のような場合や、国民党・共産党支配下の初期の裁判の実態
には不明な点が多い」（同上、ⅵ）としつつも、「この時期の中国の戦犯裁判は方針はきわ
めて人道的ものだった」とする。「すなわち、一方で厳罰を望む被害民衆を説得しながら、
地道な証拠の収集により事実を確定し、戦犯に対する徹底的な教育によってその『認罪』
を引き出し、寛大な処遇・刑罰を与えた」とされ、「連合国や国民政府の裁判がしばしば
報復主義や拙速にかたむき、あるいは証拠・証人の確保がむずかしいなどの限界をもち、
いまなおさまざまな批判をあびるのと対照的である」とされている（同上、ⅶ）点は注
目に値しよう。
（113） 本稿（中・後）、53頁。
（114） 同上、17－59頁などを参照願いたい。
（115） 「中共中央政法委員会関於対悪毒攻撃、誹謗中央領導同志是否構成犯罪問題的意見」
（1981年10月９日）（『監督手冊』２上）、366－369頁、366－367頁。
（116） 前稿「七五年憲法下の中国人民司法の『革命化』と『調整期』」（下・完）、１頁以下、
８頁以下、18－20頁。
（117） いわゆる「厳打」については、坂口一成『現代中国刑事裁判論　裁判をめぐる政治と法』
（2009年９月、北海道大学出版会）を参照願いたい。
（118） 本稿（上）、67頁。
（119） 同上の注（35）によれば、1989年時点における『江華文集』への掲載にさいして、78
年憲法下の「負」の遺産とみられる「法院における犯人の拘置」・「大衆の代表による参審」・
「大衆を発動させて事件にたいして討論させ、そして処理するための意見を提出させる」
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七八年憲法下の中国人民司法の「転換期」と「正規化」（下・完）
という1978年４月の時点でなされた江華の報告箇所が削除された点（104頁）はきわめて
示唆的であろう。
〔追記〕本稿「七八年憲法下の中国人民司法の『転換期』と『正規化』」（中・後）（本誌第16
巻第２号）のなかに、誤植が一箇所みつかりましたので、ここで訂正させていただき
ます。その訂正箇所は、86頁19行目の「行動犯罪活動」です。そのうち「行動」が誤りで、
正しくは「共同」です。したがいまして、そこは、「共同犯罪活動」になります。お詫
びのうえ訂正いたします。
　　　  なお最後に、本稿（下・完）をまとめるにあたり、九州大学名誉教授の横田耕一先
生から貴重なご助言をいただいた。この場をおかりして、御礼申し上げたい。
